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エマニュエル・マクロン大統領の到来土 倉 莞 爾 ( 1 )
法定地上権と約定借地権の選択権栗 田 隆 ( 36 )
――仮差押建物の敷地が移執行前に第三者に譲渡されて
借地権が設定された場合について――

民事責任と刑事責任の分化について（補論)今 野 正 規 ( 56 )
――デュルケーム社会学におけるイェーリングの影響――

借上げ公営住宅の承継時における法25条⚒項の
通知の要否及びその効力について水 野 吉 章 ( 78 )
――借上げ公営住宅及び公営住宅における定期
借家（期限付き入居）の法的構造・法及び
条例の沿革の観点から――

アフリカの経済発展と法
山 名 美 加･角 田 猛 之
市 原 靖 久･北 川 勝 彦
新 熊 隆 嘉･石田慎一郎
長谷川 晃･マノジュ エル シュレスタ

(123)――サブサハラにおける法文化、環境保全、
技術移転をめぐる総合的研究――

フランスにおける共和国大統領不敬罪の
廃止と表現の自由兵 田 愛 子 (149)
――ヨーロッパ人権裁判所 Eon 対フランス事件判決の
受容を通じて――

脱獄の方法佐 立 治 人 ( 1 )
――怪盗「我来也」の完全脱獄――

判 例 研 究
公営住宅法25条⚒項の通知は、入居決定通知書では
なく入居許可書における所定事項の記載で足りる
とされた事例水 野 吉 章 (182)
――大阪高裁平成30年10月12日判決――

翻 訳
ジェイムズ・アナヤ
「先住民族の権利に関する特別報告者報告
――アジアの先住民族の状況に関する協議」角 田 猛 之 (223)

資 料
最高裁において平成28年及び
同29年に確定した死刑判決一覧永 田 憲 史 (257)
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論 説
近時の判例における「危険現実化」論の展開山 中 敬 一
手続開始後における破産債権の変動を
どのように処理すべきか（⚒)栗 田 隆
――破産者の共同義務者の弁済による破産債権の権利変動を中心にして――

傷病休職と使用者の復職配慮義務藤 原 稔 弘
絞罪噐械圖式の頒布と絞罪器械の設置実務永 田 憲 史
――明治初期の絞首刑の執行を巡る資料を読み解く――

模擬弁論に登場する弁護粟 辻 悠
――伝クインティリアヌス『小模擬弁論集』を題材に

利益相反構造のある二段階買収における
株式価格決定申立権者の範囲（⚒)伊 藤 吉 洋

翻 訳
ロドルフォ・スタベンハーゲン
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状況に関する国連・特別報告者報告｣角 田 猛 之
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関西大学法学会規則
第⚑条 本会は，関西大学法学会と称する。
第⚒条 本会は，法学の研究を促進し，かつ研究の成果を発表することを目的とする。
第⚓条 本会は，次の事業を行う。
⚑ 機関誌「関西大学法学論集」及び「関西大学法学会誌」の発行。
⚒ その他本会の目的を達成するために必要な事項。

第⚔条 本会は，大阪府吹田市山手町 3-3-35 に置く。
第⚕条 本会は，次の者をもって会員とする。
⚑ 法学部及び大学院法務研究科（以下法科大学院と称す）の教授，准教授，専
任講師，助教，特別契約教授。

⚒ 政策創造学部の教授，准教授，専任講師，助教，特別契約教授であって入会
した者。

⚓ 法学部，大学院法学研究科，法科大学院，政策創造学部またはガバナンス研
究科の非常勤講師であって入会した者。

⚔ 法学部学生，大学院法学研究科学生及び法科大学院学生。
⚕ 政策創造学部の学生であって入会した者。
⚖ 法学部，政策創造学部，大学院法学研究科及び法科大学院の卒業生であって
入会した者。

⚗ その他評議員会の承認を得た者。
第⚖条 次の者を本会の名誉会員とする。
⚑ 法学部又は法科大学院に在籍した名誉教授。ただし，特別契約教授として在
職中の者は除く。

⚒ 特に評議員会の承認を得た者。
第⚗条 本会に次の役員を置く。
⚑ 会長 法学部長をもって充てる。
⚒ 評議員 教授，准教授，専任講師，助教及び特別契約教授をもって充てる。
⚓ 編集・庶務・会計各委員 評議員の中から評議員会において委嘱する。
その任期は⚑年とする。ただし，再任は妨げない。

第⚘条 第⚕条第⚑号及び⚒号の会員は会費年額12,000円を，同条第⚓号から⚗号ま
での会員は会費年額4,500円を納めることを要する。

第⚘条の⚒ 会計年度は，毎年⚔月⚑日から⚓月31日までとする。
第⚙条 会員及び名誉会員は，機関誌「関西大学法学論集」及び「関西大学法学会

誌」の配布を受ける。
第10条 この規則の改正は，評議員会の決議による。
付則 この改正規則は，2018年⚑月24日から施行する。ただし，第⚘条の規定は，

2019年度から施行する。
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